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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第２四半期累計期間
第82期

第２四半期累計期間
第81期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （千円） 20,077,130 24,133,067 47,367,104

経常利益 （千円） 1,297,907 1,865,872 3,882,241

四半期（当期）純利益 （千円） 882,793 1,271,173 2,643,496

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 3,302,375 3,302,375 3,302,375

発行済株式総数 （株） 20,858,491 20,858,491 20,858,491

純資産額 （千円） 65,392,862 67,461,784 66,511,895

総資産額 （千円） 74,240,042 77,696,225 75,548,603

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 43.51 65.09 132.54

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 50.00

自己資本比率 （％） 88.08 86.83 88.04

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 5,570,016 6,893,888 △400,287

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,111,390 △673,817 △6,115,589

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △990,774 △1,166,425 △1,949,123

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 28,017,477 21,138,273 16,084,626

 

回次
第81期

第２四半期会計期間
第82期

第２四半期会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 22.38 35.57

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

　当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末比21億４千７百万円（2.8％増）増加の776億９千６百万円

となりました。これは、工事代金の回収に伴い受取手形・完成工事未収入金等が減少したものの、現金預金及び有

価証券が増加したことを主な要因としたものであります。

　負債合計は、前事業年度末比11億９千７百万円（13.3％増）増加の102億３千４百万円となりました。これは、

施工高の増加や材料貯蔵品の購入に伴い支払手形・工事未払金等が増加したことを主な要因としたものでありま

す。

　純資産合計は、前事業年度末比９億４千９百万円（1.4％増）増加の674億６千１百万円となりました。

 

②経営成績

　当第２四半期累計期間の売上高は、前第２四半期累計期間比40億５千５百万円（20.2％増）増収の241億３千３

百万円となりました。これは、前事業年度からの繰越工事の進捗に伴う施工高の増加を主な要因としたものであり

ます。

　売上総利益は、前第２四半期累計期間比６億５千８百万円（25.7％増）増益の32億２千４百万円となりました。

これは、完成工事総利益率の向上を主な要因としたものであります。

　販売費及び一般管理費は、前第２四半期累計期間比１億４千５百万円（10.3％増）増加の15億５千３百万円とな

りました。

　これにより、営業利益は、前第２四半期累計期間比５億１千３百万円（44.4％増）増益の16億７千万円、経常利

益は、前第２四半期累計期間比５億６千７百万円（43.8％増）増益の18億６千５百万円、四半期純利益は、前第２

四半期累計期間比３億８千８百万円（44.0％増）増益の12億７千１百万円となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（建設事業）

　建設事業売上高は、前第２四半期累計期間比39億９千３百万円（20.3％増）増収の236億４千７百万円となりま

した。これは、前事業年度からの繰越工事の進捗に伴う施工高の増加を主な要因としたものであります。また、セ

グメント利益は、前第２四半期累計期間比５億１百万円（48.2％増）増益の15億４千２百万円となりました。これ

は、完成工事高の増加や完成工事総利益率の向上を主な要因としたものであります。

（不動産事業）

　不動産事業売上高は、前第２四半期累計期間比６千２百万円（14.7％増）増収の４億８千５百万円となりまし

た。これは、賃貸用不動産の売上高の増加によるものであります。また、セグメント利益は、１千１百万円

（9.7％増）増益の１億２千７百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ

50億５千３百万円増加し、211億３千８百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、68億９千３百万円となりました。これは、税引前四半期純利益の増加や仕入債

務の増加等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、６億７千３百万円となりました。これは、有形固定資産の取得等によるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、11億６千６百万円となりました。これは、配当金の支払等によるものでありま

す。

 

　　(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　　　　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

　　　析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

　　(4) 経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(6) 研究開発活動

（建設事業）

　当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、44,603千円であります。

　なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（不動産事業）

　研究開発活動は、特段行われておりません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,000,000

計 51,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,858,491 20,858,491
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 20,858,491 20,858,491 － －

　（注）提出日現在の発行済株式のうち5,500株は、譲渡制限付株式報酬として、自己株式を処分した際の現物出資（金

銭報酬債権8,508千円）によるものであります。

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 20,858,491 － 3,302,375 － 3,338,395
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(5) 【大株主の状況】

  2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木二丁目２番２号 3,632 18.66

旭調査設計株式会社 新潟県新潟市中央区幸西一丁目１番11号 1,434 7.36

第一建設工業社員持株会 新潟県新潟市中央区八千代一丁目４番34号 1,358 6.98

ビービーエイチ　フォー　フィデ

リティ　ロー　プライスド　ス

トック　ファンド（プリンシパ

ル　オール　セクター　サブポー

トフォリオ）

（常任代理人

　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON,

MA 02210 U.S.A.

 

 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

992 5.10

株式会社第四北越銀行
新潟県新潟市中央区東堀前通七番町1071番

地１
750 3.85

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目２番26号 732 3.76

東鉄工業株式会社 東京都新宿区信濃町34 511 2.62

第一建設工業互助会 新潟県新潟市中央区八千代一丁目４番34号 463 2.38

THE HONGKONG AND SHANGHAI

BANKING CORPORATION LTD-

SINGAPORE BRANCH PRIVATE

BANKING DIVISION CLIENT A/C

8221-563114

（常任代理人

　香港上海銀行東京支店

　カストディ業務部）

 

10 MARINA BOULEVARD #48-01 MARINA BAY

FINANCIAL CENTRE SINGAPORE 018983

 

 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

 

 

456 2.34

名工建設株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番４号
JRセントラルタワーズ34階

437 2.24

計 － 10,769 55.33

（注）当社は、自己株式を1,395,623株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,395,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,430,900 194,309 －

単元未満株式 普通株式 31,991 － －

発行済株式総数  20,858,491 － －

総株主の議決権  － 194,309 －

（注）証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」の欄に400株（議決権の数４個）、「単元未満

株式」の欄に16株それぞれ含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

第一建設工業株式会社
新潟市中央区八千

代一丁目４番34号
1,395,600 － 1,395,600 6.69

計 － 1,395,600 － 1,395,600 6.69

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2023年７月１日から2023年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

 

３．四半期連結財務諸表について
　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　   1.76％

売上高基準　　　   0.53％

利益基準　　　　   0.00％

利益剰余金基準　   1.95％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 13,084,626 15,638,273

受取手形・完成工事未収入金等 24,218,280 20,381,909

有価証券 3,399,930 5,500,000

販売用不動産 45,121 45,121

未成工事支出金 445,105 333,196

未収入金 960,395 293,841

材料貯蔵品 406,545 1,019,640

その他 1,006,989 1,788,498

貸倒引当金 △2,600 △2,150

流動資産合計 43,564,395 44,998,331

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 6,528,750 8,466,176

車両運搬具（純額） 7,082,789 6,320,324

土地 4,096,512 4,096,512

その他（純額） 2,672,065 853,160

有形固定資産合計 20,380,118 19,736,175

無形固定資産 157,351 261,001

投資その他の資産   

投資有価証券 6,772,097 7,446,322

関係会社株式 3,922,587 4,569,065

繰延税金資産 83,785 －

その他 ※１ 670,193 ※１ 687,254

貸倒引当金 △1,925 △1,925

投資その他の資産合計 11,446,738 12,700,717

固定資産合計 31,984,208 32,697,894

資産合計 75,548,603 77,696,225

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 4,434,664 6,332,440

未払金 779,233 152,544

未払法人税等 864,103 642,427

未成工事受入金 473,292 258,659

引当金 828,418 734,525

その他 420,815 504,636

流動負債合計 7,800,527 8,625,233

固定負債   

退職給付引当金 392,077 468,465

繰延税金負債 － 288,990

資産除去債務 395,760 397,137

その他 448,342 454,613

固定負債合計 1,236,180 1,609,207

負債合計 9,036,707 10,234,441
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当第２四半期会計期間
(2023年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,302,375 3,302,375

資本剰余金 3,338,481 3,339,458

利益剰余金 58,756,298 59,048,096

自己株式 △1,731,922 △1,924,249

株主資本合計 63,665,233 63,765,681

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,846,662 3,696,103

評価・換算差額等合計 2,846,662 3,696,103

純資産合計 66,511,895 67,461,784

負債純資産合計 75,548,603 77,696,225
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

 当第２四半期累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

売上高   

完成工事高 19,653,664 23,647,157

不動産事業売上高 423,466 485,910

売上高合計 20,077,130 24,133,067

売上原価   

完成工事原価 17,259,756 20,615,094

不動産事業売上原価 251,389 293,519

売上原価合計 17,511,145 20,908,614

売上総利益   

完成工事総利益 2,393,908 3,032,062

不動産事業総利益 172,076 192,390

売上総利益合計 2,565,985 3,224,453

販売費及び一般管理費 ※１ 1,408,670 ※１ 1,553,861

営業利益 1,157,314 1,670,591

営業外収益   

受取利息 2,440 1,962

受取配当金 105,577 176,339

その他 32,575 16,977

営業外収益合計 140,593 195,280

経常利益 1,297,907 1,865,872

特別利益   

固定資産売却益 83 －

特別利益合計 83 －

特別損失   

固定資産売却損 1,796 －

固定資産除却損 2,400 260

減損損失 － 1,437

特別損失合計 4,197 1,698

税引前四半期純利益 1,293,793 1,864,173

法人税等 411,000 593,000

四半期純利益 882,793 1,271,173
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

 当第２四半期累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 1,293,793 1,864,173

減価償却費 928,106 1,095,828

減損損失 － 1,437

貸倒引当金の増減額（△は減少） △490 △450

工事損失引当金の増減額（△は減少） △32,850 △950

賞与引当金の増減額（△は減少） △45,130 △41,207

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △29,784 △36,095

退職給付引当金の増減額（△は減少） 72,793 76,388

受取利息及び受取配当金 △108,018 △178,302

有形固定資産売却損益（△は益） 1,712 －

有形固定資産除却損 2,400 260

売上債権の増減額（△は増加） 4,738,134 3,836,371

未成工事支出金の増減額（△は増加） △214,724 111,909

材料貯蔵品の増減額（△は増加） △479,548 △613,094

未収入金の増減額（△は増加） 108,144 666,553

仕入債務の増減額（△は減少） 791,982 1,897,776

未成工事受入金の増減額（△は減少） △302,558 △214,632

その他の流動負債の増減額（△は減少） △203,088 △159,114

未収消費税等の増減額（△は増加） △844,144 △926,363

その他 20,899 133,082

小計 5,697,629 7,513,571

利息及び配当金の受取額 108,466 178,654

法人税等の支払額 △236,079 △798,337

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,570,016 6,893,888

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 300,000 400,000

有形固定資産の取得による支出 △1,479,687 △830,184

有形固定資産の売却による収入 107,890 －

無形固定資産の取得による支出 △20,155 △129,600

投資有価証券の取得による支出 △263 △200,873

投資有価証券の売却及び償還による収入 949 102,114

その他 △20,125 △15,272

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,111,390 △673,817

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △907,984 △974,018

自己株式の取得による支出 △81,522 △199,958

自己株式の売却による収入 － 8,607

リース債務の返済による支出 △1,267 △1,056

財務活動によるキャッシュ・フロー △990,774 △1,166,425

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,467,851 5,053,646

現金及び現金同等物の期首残高 24,549,626 16,084,626

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 28,017,477 ※１ 21,138,273
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１　投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2023年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2023年９月30日）

その他 120千円 120千円

　「その他」中から直接控除している貸倒引当金は、破産更生債権等であります。

 

（四半期損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

従業員給料手当 483,466千円 498,148千円

退職給付費用 15,180 16,080

賞与引当金繰入額 202,136 210,219

役員賞与引当金繰入額 20,070 20,501

貸倒引当金繰入額 △490 △450

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

 
前第２四半期累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

現金預金勘定 16,517,477千円 15,638,273千円

有価証券（譲渡性預金） 10,500,000 4,500,000

有価証券（金銭信託） 1,000,000 1,000,000

現金及び現金同等物 28,017,477 21,138,273

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自2022年４月１日　至2022年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 914,009 45  2022年３月31日  2022年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2023年６月23日

定時株主総会
普通株式 979,375 50  2023年３月31日  2023年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自2022年４月１日　至2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   （単位：千円）

 建設事業 不動産事業 合計

売上高    

土木工事 14,963,381 － 14,963,381

建築工事 4,690,283 － 4,690,283

顧客との契約から生じる

収益
19,653,664 － 19,653,664

不動産賃貸 － 423,466 423,466

その他の収益 － 423,466 423,466

外部顧客への売上高 19,653,664 423,466 20,077,130

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － －

計 19,653,664 423,466 20,077,130

セグメント利益 1,040,958 116,355 1,157,314

（注）セグメント利益又は損失の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   （単位：千円）

 建設事業 不動産事業 合計

売上高    

土木工事 15,005,612 － 15,005,612

建築工事 8,641,545 － 8,641,545

顧客との契約から生じる

収益
23,647,157 － 23,647,157

不動産賃貸 － 485,910 485,910

その他の収益 － 485,910 485,910

外部顧客への売上高 23,647,157 485,910 24,133,067

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － －

計 23,647,157 485,910 24,133,067

セグメント利益 1,542,932 127,659 1,670,591

（注）セグメント利益又は損失の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純利益 43円51銭 65円09銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 882,793 1,271,173

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 882,793 1,271,173

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,287 19,529

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月９日

第一建設工業株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

新潟事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　亮一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石井　広幸

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一建設工業株
式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの第82期事業年度の第２四半期会計期間（2023年７月１日から2023年９
月30日まで）及び第２四半期累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四
半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一建設工業株式会社の2023年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終
了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての
重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい
る。
 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する
事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論
付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財
務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合
は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ
ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準
拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、
構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら
れないかどうかを評価する。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な
発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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